
整理番号 3
期中の評価個表

事 業 名 水源林造成事業 事業計画期間 S44～H108（最長120年間）

事業実施地区名 馬淵川広域流域 事業実施主体 国立研究開発法人
ま べちがわ

30～49年経過分 森林研究・整備機構

事業の概要・目的 ① 位置等
本対象区域が存在する馬淵川広域流域は、青森県東部及び岩手県内陸北部

を包括している。年平均気温は約９℃～10℃前後、年間降水量は約900mm～
1,500mmとなっている。

② 目的
本事業は、積雪量が多く地質的にも脆弱な山地が多い本流域内の、森林所

有者の自助努力等によっては森林の造成が困難な奥地水源地域において、水

源涵養機能等を高度に発揮させるため、国立研究開発法人森林研究・整備機
かん

構と地域の関係者が分収造林契約の当事者となって森林の造成を行うこと
を目的としている。

特に本流域については、十和田・八甲田の火山噴出物による軽石などで構
成されている脆弱な丘陵地や台地が多く、降雨等による土砂の流出・崩壊が
発生しやすい地域となっていることから、近年は数年に一度という割合で大
規模な山地災害が発生している。

このため、八戸市等下流域の水源涵養のほか、土砂流出の防止を図るなど、
公益的機能の高度発揮のため森林の整備・保全の推進が求められていること
を踏まえ、青森県等の森林・林業施策と整合を図りつつ、多様な森林整備を
計画的に行い、流域内のダム、簡易水道等の水源地として、水源涵養や土砂
流出防備等の機能の高度発揮、雇用や間伐材生産等を通じた地域振興への貢
献に一定の役割を果たしていく必要がある。

③ 事業の概要等
水源かん養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪林相地等

において、国立研究開発法人森林研究・整備機構が、造林地所有者及び造林
者と分収造林契約を締結し、新植・下刈・除伐・間伐等森林整備のための費
用負担及び、健全な森林の育成に向けた造林者への事業実行に関する技術指
導を行い、水源林を造成するものである。本流域では、後生の広葉樹の育成
を図りながら針広混交林等への誘導を積極的に実施することにより、事業コ
スト縮減等に努めている。

・主な事業内容：新植・下刈・除伐・間伐等
契約件数 91件、事業対象区域面積 2,919ha

（スギ1,760ha、ｱｶﾏﾂ･ｸﾛﾏﾂ941ha、カラマツ186ha、その他32ha）
・総事業費： 19,804,488 千円 （税抜き 18,337,489 千円）

① 費用便益分析の 本事業の費用便益分析における主な効果は、水源涵養便益であり、これは
算定基礎となった 植栽や保育により森林を造成し、洪水防止、流域貯水、水質浄化に寄与する
要因の変化等 効果である。また、山地保全便益については、森林を造成し土砂流出や山腹

崩壊等の防止に寄与する効果である。
現時点における30年経過分の対象区域の費用便益分析の結果は以下のとお

りである。
なお、前回評価時の費用便益分析結果との差については、標準賃金の上昇

や土砂崩壊防止便益等の算定因子の変更によるものである。
総便益（Ｂ） 831,239 千円
総費用（Ｃ） 732,587 千円
分析結果（Ｂ／Ｃ） 1.13 （平成25年度の評価時点: 1.45 ）

② 森林・林業情勢、 本流域が属する青森県、岩手県における民有林の森林・林業情勢、農山漁
農山漁村の状況そ 村の状況その他の社会経済情勢の変化は以下のとおりとなっている。
の他の社会経済情
勢の変化

出典：総務省「国勢調査」、農林水産省「世界農林業センサス」「生産林業所得統計報告書」、

林野庁「森林資源の現況」

民有林の未立木地面積は、昭和45年から昭和55年にかけて大幅に増加し、
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それ以降は減少傾向にあったが、平成24年にはやや増加しており、引き続き
森林造成が必要である。

また、これらの県における私有林の不在村者所有森林面積は、昭和45年か
ら平成17年にかけて増加傾向にあり、林業就業者は、昭和45年から平成22年
にかけて減少し、平成22年の65歳以上の割合は20％と高齢化も進行している。
さらに、木材生産額は、昭和46年から平成22年にかけて減少している。これ
らのことから、地域の森林の管理水準の低下が危惧される。

こうした中、本事業については、水源涵養機能等の向上を図りながら、そ
の実施を通じ、地域の雇用にも貢献してきたところであり、主伐期を迎える
中、長伐期化や育成複層林化による多様な森林整備の一層の推進を図るとと
もに、搬出間伐等を推進し地域の木材供給にも貢献できるよう取り組むこと
としている。

③ 事業の進捗状況 代表として契約後30年経過分を抽出すると、対象区域の樹種別面積割合は、
スギが100％となっている。

また、植栽木の成長に支障のない後生の広葉樹は保残するなど、針広混交
林等への誘導を積極的に行っている。

植栽木の生育状況(注1)は、以下のとおりで、５等地に相当する生育となって
おり、概ね順調な生育状況である。

樹高 胸高直径 1ha当たり成立本数 1ha当たり材積
スギ （28年生） 14ｍ 18cm 1,500本 259㎥

(注1)林齢別の生育状況を林齢別面積で加重平均したもの。

④ 関連事業の整備 一例として本流域が属する青森県では、以下のとおり森林整備を進めるこ
状況 ととしている。

【青森県森林・林業基本方針（平成28年３月）】
「森林施業の集約化と経営委託の促進等による林業採算性向上・再造林確保」、
「木材生産の効率化推進等による県産材安定生産・流通」、「地域内での木質
バイオマスのエネルギー利用拡大等による森林資源活用促進」

こうした中で本事業では、青森県等の森林・林業施策との整合を図りつつ、
多面的機能の持続的な発揮に向けた多様な森林整備、路網整備や間伐を通じ、
流域内のダム、簡易水道等の水源地として、水源涵養機能等の公益的機能の
高度発揮に一定の役割を果たしている。

⑤ 地元（受益者、地 本対象区域では順調に成林しており、所在市町村及び契約相手方（造林地
方公共団体等）の 所有者、造林者）は水源涵養機能等の高度発揮への期待が大きく、適正な密
意向 度管理、木材の有効利用等を図る搬出間伐等、引き続き適期の保育作業等の

実施を要望している。

⑥ 事業コスト縮減等 費用便益分析の結果から効率性は確保されているが、さらに、植栽木の成
の可能性 長に支障のない後生の広葉樹は保残するなど、針広混交林等への誘導を積極

的に行いコスト縮減に努めることとしている。
また、間伐の実施に当たっては、契約相手方（造林地所有者、造林者）の

理解を得た上で列状間伐や間伐率を最大限に適用した強度な間伐を行うなど
工夫することによりコスト縮減に努めることとしている。

⑦ 代替案の実現可能性 森林所有者の自助努力等によっては森林の造成が困難な奥地水源地域にお
いて、公益的機能を高度に発揮させるためには、分収造林契約により森林整
備を行う本事業の実施が必要であり、代替案はない。

水源林造成事業等評 費用便益分析、森林・林業情勢、植栽木等の生育状況、事業コスト縮減の
価技術検討会の意見 取組等を総合的に検討した結果、水源林としての機能を十分発揮しているな

ど事業実施の効果等が認められることから、事業を継続することが適当と考
える。

評価結果及び事業の ・必要性： 本事業は、奥地水源地域において、水源涵養機能等の高度発揮
実施方針 の観点から、森林所有者の自助努力等によっては適正な整備が見

込めない森林等で実施するものである。
本対象区域では、気候が冷涼である本流域の奥地条件不利地域

等において、健全な森林の育成に向けた取組が計画的に行われて
いることから、引き続き本事業により実施する必要性が認められ
る。

・効率性： 費用便益分析結果については１を上回り効率性が確保されてい
るほか、今後の間伐の実施に当たっては、契約相手方の理解を得
るなかで、間伐木の選木及び間伐手法を工夫することによりコス
ト縮減に努めているなど、事業の効率性が認められる。

・有効性： 植栽木は概ね順調な生育を示しており、水源涵養機能等を着実
に発揮している上、地域雇用への貢献や木材供給といった効果も
あり、事業の有効性が認められる。



事業の実施方針 ： 継続が妥当。



様式１（期中の評価　感度分析）

事 業 名　：
施行箇所 ： （単位：千円）

評価額

271,388

72,404

159,178

250,662

4,853

65,215

木材生産等便益 7,539

総　便　益    （Ｂ） 831,239

732,587

831,239

732,587

【感度分析】 （単位：千円）
要

63,435
評価時点以前 47,417 × 1.0 47,417
評価の翌年度以降 17,798 × 0.9 16,018

0
評価時点以前 × 1.0
評価の翌年度以降 × 0.9

0 0
評価時点以前 × 1.0
評価の翌年度以降 × 0.9

0 0
評価時点以前 × 1.0
評価の翌年度以降 × 0.9

0 0
評価時点以前 × 1.0
評価の翌年度以降 × 0.9

7,539 6,107
評価時点以前 0 × 1.0 ＝ 0
評価の翌年度以降 7,539 × 0.9 × 0.9 ＝ 6,107

758,485
828,027
734,650

評価時点以前 711,955 × 1.0 ＝ 711,955
評価の翌年度以降 20,632 × 1.1 ＝ 22,695

828,027

734,650

便　益　集　計　表
（森林整備事業）

水源林造成事業
馬淵川広域流域 30年経過契約地

大　区　分 中　区　分 備　　　　考

環境保全便益 炭素固定便益

水源涵養
かん

便益 洪水防止便益

流域貯水便益

水質浄化便益

山地保全便益 土砂流出防止便益

土砂崩壊防止便益

木材生産確保・増進便益

費用便益比 Ｂ÷Ｃ＝ ＝ 1.13

感度分析

総　費　用    （Ｃ）

　　なだれ災害防止便益 　　年平均想定被害額

　　潮害軽減便益 　　年平均想定被害額

　　海岸侵食防止便益 　　年平均想定被害額

感度分析すべき便益 感度分析すべき因子 感度分析対象便益の下振れ（－１０％）
　　炭素固定便益 　　二酸化炭素に関する原単位

　　山地災害防止便益 　　年平均想定被害額

　　　２．感度分析すべき前提条件（因子）が２つの場合：感度分析前の費用便益比　１．３６未満

備考
　（感度分析結果が１を下回る場合、その理由や対策等を記載）

　（感度分析の必要がある場合は、感度分析欄を記載）
※下振れする可能性がある前提条件（（二酸化炭素に関する原単位、年平均想定被害額、伐採材積、市場価格）を算定因子に含む便益
（炭素固定便益、山地災害防止便益、なだれ災害防止便益、潮害軽減便益、海岸侵食防止便益、木材生産確保・増進便益）があり、以下
の場合については、便益の額が－１０％変動し、かつ、費用が＋１０％変動した場合の影響等について感度分析を行う。

　　　１．感度分析すべき前提条件（因子）が１つの場合：感度分析前の費用便益比　１．２３未満

　　木材生産確保・増進便益 　　ｔ年後における伐採材積、木材市場価格

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　感度分析の対象外便益の計
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総便益（B)の下振れ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総費用（C)の上振れ

感度分析結果 B÷C＝ ＝ 1.13
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